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平 成 ２２ 年 度 事 業 報 告

第１．管理運営事務

１．事務所の状況

平成２２年度は、新たなる事務所の開設、増設はなかった。

２．理事会

（第５３回理事会）

日 時 平成２２年５月３１日（月）１３：３０～１５：３０

場 所 大阪府建築健保会館（大阪市中央区和泉町２丁目１番１１号）

出 席 者 理事１２名中、理事出席者７名、代理出席者１名、書面表決者３名で、

次の議案について、それぞれ承認可決した。

議決事項 第１号議案 平成２１年度事業報告(案)の承認について

第２号議案 平成２１年度収支決算書(案)の承認について

［監事による監査報告］

第３号議案 理事・監事・評議員人事の承認について

第４号議案 理事長の選任について

第５号議案 専務理事・常務理事人事の承認について

第６号議案 特別職(名誉理事長・顧問・参与)の委嘱について

（第５４回理事会）

日 時 平成２２年１０月１３日（水）（書面表決集計）

理事１３名中、書面表決者１３名で、次の議案について承認可決した。

議決事項 定期報告対象物件台帳の電子地図化事業について

第１号議案 事業の概要について

第２号議案 補正予算(案)について

（第５５回理事会）

日 時 平成２２年１０月２８日（木）１３：３０～１５：３０

場 所 大阪府建築健保会館（大阪市中央区和泉町２丁目１番１１号）

出 席 者 理事１３名中、理事出席者９名、書面表決者２名で、次の議案について、

それぞれ承認可決した。

議決事項 第１号議案 非営利型一般財団法人への移行の承認について

第２号議案 定期報告対象物件台帳の電子地図化事業の会計処理について

（第５６回理事会）

日 時 平成２３年３月３０日（水）１３：３０～１６：００

場 所 大阪府建築健保会館（大阪市中央区和泉町２丁目１番１１号）

出 席 者 理事１３名中、理事出席者１１名、書面表決者１名で、次の議案について、

それぞれ承認可決した。

議決事項 第１号議案 平成２３年度事業計画(案)について

第２号議案 平成２３年度収支予算書(案)について

第３号議案 最初の評議員選任方法に関する規程(案)及び
最初の評議員選定委員会運営要領(案)について

第４号議案 最初の評議員選定委員会の委員の選任について(案)

第５号議案 最初の評議員の選任方法に関する規程の大阪府知事認可申請
について(案)

第６号議案 最初の評議員候補者の推薦について



- 1 -

３．評議員会

（第３８回評議員会）

日 時 平成２２年５月３１日（月）１３：３０～１５：３０

場 所 大阪府建築健保会館（大阪市中央区和泉町２丁目１番１１号）

出 席 者 評議員１６名中、評議員出席者９名、代理出席者１名、書面表決者６名で、

次の議案について、それぞれ承認可決した。

議決事項 第１号議案 平成２１年度事業報告(案)の承認について

第２号議案 平成２１年度収支決算書(案)の承認について

［監事による監査報告］

第３号議案 評議員会長の選任について

第４号議案 評議員会長代理の選任について

（第３９回評議員会）

日 時 平成２２年１０月２８日（木）１３：３０～１５：３０

場 所 大阪府建築健保会館（大阪市中央区和泉町２丁目１番１１号）

出 席 者 評議員１５名中、評議員出席者６名、代理出席者１名、書面表決者７名で、

次の議案について、それぞれ承認可決した。

議決事項 第１号議案 非営利型一般財団法人への移行の承認について

（第４０回評議員会）

日 時 平成２３年３月３０日（水）１３：３０～１６：００

場 所 大阪府建築健保会館（大阪市中央区和泉町２丁目１番１１号）

出 席 者 評議員１５名中、評議員出席者１２名、書面表決者２名で、次の議案に

ついて、それぞれ承認可決した。

議決事項 第１号議案 平成２３年度事業計画(案)について

第２号議案 平成２３年度収支予算書(案)について

第６号議案 最初の評議員候補者の推薦について

４．定例常務理事会 （名誉理事長・顧問・理事長・専務理事・常務理事・事務局で構成）

開 催 日 場 所 審 議 事 項 ・ 報 告 事 項

5月19日 当センター １．第５３回理事会・第３８回評議員会次第案について

会議室 ２．第５３回理事会・第３８回評議員会の提案議案

３．新公益法人への移行取り組みについて

４．平成２２年度常務理事会等のスケジュールについて

５．財団法人大阪建築防災センター役員報酬等の規程について

7月16日 湖陽樹 １．平成２２年６月までの経過と今後の見通しについて

２．業務報告

３．その他

9月24日 当センター １．第５５回理事会・第３９回評議員会の審議提案について

会議室 ２．同報告事項 各部門の報告と今後の見通しについて

３．第５４回理事会 書面表決提案事項

４．業務報告

11月19日 〃 １．第５５回理事会・第３９回評議員会開催結果報告

２．各部門の報告と今後の見通しについて

３．大阪府の出資法人等への関与事項を定める条例改正に関して

４．業務報告
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開 催 日 場 所 審 議 事 項 ・ 報 告 事 項

平成23年 当センター １．平成２２年度の現状及び見通し等について

1月21日 会議室 ２．業務報告

３．顧問・名誉理事長・理事長・専務理事・常務理事・参与に

よる意見交換会

3月18日 〃 １．第５６回理事会・第４０回評議員会の提案議案について

２．平成２２年度各事業の現状と見通しについて

３．業務報告

５．監 査

(１）監事による監査

日 時 平成２２年５月１０日（月）１６：００～１８：００

場 所 当センター会議室

監査対象 平成２１年度事業報告及び収支決算について

監査結果 事業の実施及び収支状況は正確かつ適正であると認める。

(２) 公認会計士による会計監査指導

松本 章 公認会計士事務所により、毎月１回会計監査の指導及び年度末の収支決算

会計監査の指導を受ける。

６．賛助収入

賛助員制度は、平成２２年度をもって終了した。

(１) 賛助員の数

賛助員数 賛助口数 賛 助 金 額（円）
(賛助金提供者)

４（３） ４ ２００，０００

（注）１口の金額５０，０００円

(２) 賛助員との業務連絡等

平成２２年９月３日

平成２２年度上期建築物防災週間関連行事建築物防災に関する講演会の案内

平成２３年３月２日

平成２２年度下期建築物防災週間関連行事建築物防災に関する講演会の案内

７．特定行政庁への財団運営に関する要望等

平成２２年１０月７日 平成２３年度定期報告業務委託料の予算措置についてお願い

（大阪府・大阪市以外）

８．インターネットによる公益法人のディスクロージャー

大阪府からの「インターネットによる公益法人のディスクロージャーについての依頼」

（平成１３年９月１７日建指第４００号）に基づき、公開すべく財団の業務・財務に関す

る資料を、同府法制文書課に指導を受け、平成１５年６月３０日より本財団のホームページ

（http://www.okbc.or.jp）に掲載し、情報を開示している。
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９．ホームページによる広報活動

ホームページ「安全で安心な生活空間をめざして」にて、財団のご案内、案内図、採用に

ついて、講習会・講演会日程及び各部門のご案内をしている。

平成２２年度アクセス数 ６０，８７９件

第２．建築防災の指導啓発事業

１．建築防災事業企画委員会

委員会開催状況 於 当センター会議室

開 催 日 主 要 審 議 事 項

平成22年7月13日 １．平成２２年度上期建築物防災講演会開催について

２．平成２２年度下期の講演テーマ及び今後の講演テーマについて

３．防災啓発の新たな取り組みについて

４．その他

平成23年1月13日 １．平成２２年度下期建築物防災講演会開催について

２．平成２３年度上期の講演テーマ及び今後の講演テーマについて

３．児童向け小冊子について

４．その他

２．平成２２年度上期建築物防災週間 建築防災に関する講演会の開催

日 時 平成２２年９月３日（金）１３：３０～１６：００

場 所 建設交流館 ８階 グリーンホール

テーマ・講師

「安全なまちづくりの推進について～犯罪抑止を目指した防犯環境の整備～」

大阪府警察本部生活安全部府民安全対策課

防犯環境担当補佐 警部 助中伸理 氏

ビデオ視聴「防犯対策新時代～侵入盗から住まいを守るために～」

聴講者 １７０名

３．平成２２年度下期建築物防災週間 建築防災に関する講演会の開催

日 時 平成２３年３月２日（水）１３：３０～１６：００

場 所 建設交流館 ８階 グリーンホール

テーマ・講師

「あなたの足下にも豪雨災害が潜んでいる～ゲリラ豪雨への心構えと避難について～」

神戸大学大学院工学研究科市民工学専攻 教授 学術博士 藤田一郎 氏

ビデオ視聴「楽しい川 あぶない川 ～川の危険を知って、楽しく遊ぼう～」

聴講者 １３５名

４．児童用防災小冊子「みんなで考えよう 地震 かみなり 火事 台風」の配付

児童への防災啓発の一環として、平成７年度より府内の小学４年生を対象に、希望する小

学校に無償配付を行う。

平成２２年度配付数 １９４校 １７，３７１冊

平成７年度より累計 延べ５，１７４校 ４９１，０７６冊
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５．中学生向け小冊子「いえづくりと家の防災・まちづくりと街の防災」の配付

中学生向けの建築に関する小冊子を、平成１６年度より府内の希望する中学校に無償配付を

行う。

平成２２年度配付数 ２１校 ５，８１８冊

平成１６年度より累計 延べ２０７校 ６６，２２８冊

６．大阪府住まい・まちづくり教育普及協議会に参加

府民自らの住まいやまちに対する関心と理解を深め、自らにあった住まいを選択するととも

に、住まい・まちづくりの担い手として主体的に取り組むことができるよう、子どもを中心と

した住まい・まちづくりに関する教育の支援をすることを目的として設立された。

当センターは、協議会に参加している。

（１）大阪府住まい・まちづくり教育普及協議会

平成２２年４月１５日（木） 平成２２年１０月１２日（火）

平成２２年６月２２日（火） 平成２２年１１月 ９日（火）

平成２２年７月２６日（月） 平成２３年 １月２０日（木）

平成２２年８月２７日（金） 平成２３年 ２月２５日（金）

平成２２年９月３０日（木） 平成２３年 ３月２４日（木）

（２）出前講座

小学校等に対して建築士等の専門家が授業を行う出前講座を実施した。

①守口市立三郷小学校

「バリアフリーについて」 平成２２年 ９月 ９日（木）

②聖母被昇天小学校

「建築とバリアフリー」 平成２２年１０月１３日（水）

③箕面市立豊川南小学校

「ユメイエ～まちとつながる小さな家～」

平成２２年１１月２９日（月）、１２月２日（木）

④大阪市立加美小学校

「防災を学ぼう」 平成２２年１２月１０日（金）

⑤門真市立四宮小学校

「建築とバリアフリー」 平成２３年 １月２８日（金）

（３）住宅セミナー

(財)大阪住宅センターが運営する花博展示場で、子供や親子向けの住まい・まちづくり

教育事業を実施した。

「親と子のキットハウス体験」

開 催 日 平成２２年１０月１０日（日）

場 所 花博住宅展示場（花博記念公園ハウジングガーデン）

（４）イベントへの参加

協議会の取り組みを広く周知するために出展を行った。

「豊一児童センター センターまつり」

開 催 日 平成２２年１１月１４日（日）

場 所 豊一児童センター
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７．エスカレーター・エレベーター マナー体験講座

特定設備（エスカレーター・エレベーター・自動扉・機械式駐車場等）の中でも、エスカレ

ーター事故が大変多く、次いでエレベーターと続いている。府民に事故防止及び安全性の認識

を持って頂き、事故に関する情報を共有することにより、安全の確保に資することを目的とし

て大阪府と開催地の市が主催で行った。

当センターは、この体験講座に協力した。

（１）エスカレーターの事故防止のための体験講座

主 催 大阪府、河内長野市

開 催 日 平成２２年９月８日（水）

場 所 フォレスト三日市

（２）エレベーター及びエスカレーターの事故防止のための体験マナー講座

主 催 大阪府、豊中市

開 催 日 平成２３年１月２４日（月）

場 所 エトレとよなか

８．後援、協賛事業

（１）後援事業

①実務者のための「既存鉄骨造体育館等の耐震改修の手引と事例」講習会

主 催 (財)日本建築防災協会、(社)建築研究振興協会

開 催 日 平成２２年６月１５日（火）

場 所 大阪ＹＭＣＡ会館

②既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・耐震改修設計指針講習会

主 催 (財)日本建築防災協会

開 催 日 平成２２年８月２４日（火）～２５（水）

場 所 大阪ＹＭＣＡ会館

③既存鉄筋コンクリート造建築物の免震・制震による耐震改修ガイドライン講習会

主 催 (財)日本建築防災協会

開 催 日 平成２２年９月６日（月）

場 所 大阪ＹＭＣＡ会館

④講演会 ロングライフビルの秘訣

主 催 公益社団法人 ロングライフビル推進協会

開 催 日 平成２２年９月１６日（木）（BELCA）

場 所 武庫川女子大学甲子園会館

⑤木造住宅の耐震診断と補強方法講習会

主 催 (財)日本建築防災協会

開 催 日 平成２２年１０月１９日（火）

場 所 大阪ＹＭＣＡ会館

⑥平成２２年度「建築仕上診断技術者」(ビルディングドクター〈非構造〉)資格取得講習

主 催 公益社団法人 ロングライフビル推進協会

開 催 日 平成２２年１０月２７日（水）～２９日（金）

場 所 大阪府私学教育文化会館
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⑦平成２２年度「建築・設備総合管理技術者」資格取得講習

主 催 公益社団法人 ロングライフビル推進協会

開 催 日 平成２２年１１月１７日（水）～１９日（金）

場 所 大阪ＹＭＣＡ会館

⑧既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震改修事例講習会

主 催 (財)日本建築防災協会

開 催 日 平成２２年１１月１８日（木）

場 所 大阪ＹＭＣＡ会館

⑨既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・耐震改修設計指針講習会

主 催 (財)日本建築防災協会

開 催 日 平成２２年１２月１４日（火）～１５（水）

場 所 天満研修センター

（２）協賛事業

①「第３０回大阪都市景観建築賞（大阪まちなみ賞）」

主 催 大阪府・大阪市・(社)大阪府建築士会

表 彰 式 平成２３年３月１８日（金）

場 所 大阪市公館

②「あすなろ夢建築」第２０回大阪府公共建築設計コンクール

主 催 大阪府、(社)大阪府建築士会、大阪府住宅供給公社

表彰式・プレゼンテーション

開 催 日 平成２３年３月３０日（水）

場 所 (社)大阪府建築士会

第３．建築防災の組織強化事業

１．定期報告に関する講習会の開催

定期報告実務講習会

日 時 平成２２年８月２４日（火）９：００～１６：００

平成２２年８月２６日（木）９：００～１６：００

場 所 大阪府建築健保会館 ６階 多目的ホール

講習内容 定期報告制度の主旨及び制度説明、報告書の作成要領、調査項目の解説、

実務事例・実演及び意見交換など

受講者数 建築課程 両日合計１８０名

設備課程 両日合計１７１名

２．講習修了証の配付

平成１６年度より定期報告実務講習会修了者に受講更新制度を導入し、受講修了者である

証としてカード式の「講習修了証」を配付し、建物の調(検)査実施の際に携帯を願っている。

平成２２年度は、実務講習会受講者及び更新講習会受講者２０７名に配付した。
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３．定期調(検)査資格者名簿発行

定期報告実務講習会受講修了者の事業所別名簿を発行した。

発 行 年 月 平成２２年５月

発 行 部 数 ９，５００部

配 付 先 登載各事業所、定期報告対象建築物の所有者、その他

名簿発行の協力 協力事業所数 ２６５社

協 力 口 数 ２８４口（協力金額１口 6,000円)

第４．建築防災の調査研究事業

既存建築物診断・改修等推進全国ネットワーク委員会（BELCA）に参加

当時の建設省の主唱で設置された上記委員会に参加し、全国における既存建築物の診断、

改修、応急危険度判定体制の確立に関する活動を支援する。

第５．指定建築物、建築設備、昇降機および遊戯施設の定期調(検)査等事業

１．定期報告に関する業務

（１) 特定行政庁からの定期報告の通知を、平成２２年６月下旬に１０，６７４件発送

（２) 定期報告に関する案内等の発送

初回案内

発 送 指定建築物 建築設備 計

平成２２年６月下旬 ３，６０３ ７，０７１ １０，６７４

再度案内

発 送 指定建築物 建築設備 計

平成２２年９月１７日 １，３３９ ３，４５８ ４，７９７

平成２２年１０月８日 ２，９９６ １，９１２ ４，９０８

（３) 平成２２年度分定期報告未提出者に対する特定行政庁からの督促文書を、平成２３年２月

に４，７５０件発送

（４) 定期報告の受付数 （件）

区 分 平成２１年度分 平成２２年度分 計

（過年度分）

指 定 建 築 物 ７４５ ２，７１０ ３，４５５

建 築 設 備 ３１９ ５，３０５ ５，６２４

計 １，０６４ ８，０１５ ９，０７９

区 分 平成２１年度分 平成２２年度分 計

（過年度分）

エレベーター ６９，４８５ ６９，４８５

エスカレーター ６，０３７ ６，０３７

遊 戯 施 設 ７４ ７４

小荷物用昇降機 １，８０３ １，８０３

計 ７７，３９９ ７７，３９９
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（５) 定期報告調（検）査済証発行

定期報告調査済証（指定建築物） ３，４５５枚発行

定期報告検査済証（建 築 設 備 ） ５，６２４枚発行

定期報告検査済証（昇 降 機 等 ） ７７，３９９枚発行

（６）建築設備定期報告の優良検査者表彰

選考委員会：平成２２年６月２４日（木） (財)日本建築設備・昇降機センター

表 彰 式：平成２２年９月２２日（水） (於)東海大学校友会館霞ヶ関ビル

平成２２年度は、近畿地区からタイホ防災工業(株) 山下 保一氏が選出され表彰された。

（７）「大阪・優良工事監理建築事務所制度にかかる大阪府知事指定講習会」

(社)大阪府建築士事務所協会が開催する講習会で、当センター業務部長の大西康之が、

特殊建築物の定期報告について講師を務めた。

日 時 平成２２年７月１５日（木）、１６日（金）１４：１０～１５：１０

会 場 武藤記念ホール

第６．建築物の防災評定に関する事業

１．防災評定

大阪府内に建築する高層建築物等の防災評定業務を実施。

評定にあたっては、学識経験者等による防災評定委員会及び同専門委員会を設け、総合的

観点のもとに審議し、平成２２年度は３９件の防災計画書の評定を行った。

防災評定建設地別集計表

特定行政庁 大阪市 堺 市 池田市 計

件 数 ３７ １ １ ３９

第７．震災に関連した事業

大阪建築物震災対策推進協議会とは、行政、建築団体及び事業者団体が連携、協力して府内の

建築物等の震災対策を推進するために平成１０年６月２５日に設立された協議会で、当センター

も建築団体として参画している。

既存建築物耐震性向上推進などのため各種事業を行う。

１．建築物の耐震診断・改修相談窓口の業務（大阪建築物震災対策推進協議会の補助事業）

既存建築物の耐震性向上推進のため、(社)大阪府建築士会、(社)大阪府建築士事務所協会、

(社)日本木造住宅産業協会近畿支部及び大阪建設労働組合の協力も得て、面接、電話による

耐震診断・改修相談窓口を設置している。

期 間 平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日

区 分 木造建築物 非木造建築物 宅地・擁壁 その他

電 話 相 談 件 数 ２４７ ２４９ ３０ ２９１

来所面接相談件数 １２ １８ ３ ０

メール相談件数 ４ ９ ０ １
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２．耐震診断技術者紹介の業務

建築関係５団体（(社)大阪府建築士会、(社)大阪府建築士事務所協会、(社)日本木造住宅

産業協会近畿支部、大阪建設労働組合、NPO法人 人・家・街安全支援機構）の協力を得て、

耐震診断を行う技術者－耐震診断技術者－の紹介を行っている。

平成２２年度は、３２件の紹介を行った。

３．各種講習会等の開催運営（受託業務）

大阪建築物震災対策推進協議会主催の各種講習会を行った。

（１）木造住宅所有者向け耐震診断・改修講習会及び個別相談会

①おおさか防災スクラムin泉南

平成２２年１０月３１日（日） 泉南市総合福祉センター ４０名参加 相談２組

②住まいの耐震化セミナー（門真市）

平成２２年１１月１５日（月） 門真市民文化会館 ５７名参加 相談４組

③住まいの耐震化セミナー（大東市）

平成２２年１１月２２日（月） 大東市立生涯学習センター ４５名参加 相談４組

④おおさか防災スクラムin泉州

平成２３年 ２月 ６日（日） 阪南市立文化センター ６８名参加 相談１０組

⑤「人と防災未来センター」見学バスツアー

平成２３年 ２月２７日（日） 人と防災未来センター ８４名参加

⑥住まいの耐震化セミナー（業界向け）

平成２３年 ３月 ４日（金） 枚方市民会館 ３８名参加

⑦市民向け個別相談会

平成２３年 ３月１１日（金） まなび北新（大東市） 相談３組

⑧耐震キャンペーン無料コンサート

平成２３年 ３月１８日（金） 枚方市民会館 約1,200名参加 相談７組

⑨市民向け個別相談会

平成２３年 ３月２５日（金） 香里自治会館 相談６組

（２）特定建築物等所有者向け耐震診断・改修説明会

平成２２年１１月３０日（火） エル･おおさか ８９名参加 相談６組

（３）耐震診断費補助制度利用に係る木造住宅耐震診断技術者紹介

大阪建築物震災対策推進協議会員４団体（大阪建設労働組合、建設労働組合大阪協議会、

NPO法人住宅長期保証支援センター、NPO法人「人・家・街 安全支援機構」）の協力を得て、

大阪府内の耐震診断費補助制度利用に係る木造住宅耐震診断技術者紹介を行った。

期 間 平成２３年１月～３月末 件 数 ２７件

（４) 被災建築物の応急危険度判定講習会

【養成】大阪府建築健保会館にて４回開催 受講者数合計４２３名

平成２２年 ６月１６日（水） ６６名

平成２２年 ９月１５日（水） １２１名

平成２２年１１月１０日（水） １１７名

平成２３年 ２月１６日（水） １１９名

【更新】大阪府建築健保会館にて１回開催 受講者数合計７６名

平成２２年１０月１３日（水） ７６名
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（５）大阪府被災宅地危険度判定士講習会

【新規】エル・おおさかにて１回開催

平成２３年 ２月 １日（火） １２７名

【更新】エル・おおさかにて１回開催

平成２２年１２月 ８日（水） １０４名

（６）大阪府被災建築物応急危険度判定コーディネーター等養成講習会

大阪府建築健保会館にて１回開催

平成２２年 ８月１８日（水） ４９名

４．既存建築物耐震性向上の推進・その他

特定建築物耐震診断・改修進行管理業務（受託業務）

受託先行政庁（２行政庁） 吹田市、八尾市

第８．建築物耐震改修計画に関する事業

１．大阪建築物耐震改修計画評価委員会の開催運営

建築物の耐震性の確保を図るため、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づく耐震

診断・改修計画について、申請者の依頼により専門的観点のもとに審議を行い、その適否につ

いて評価を行う「大阪建築物耐震改修計画評価委員会」を設置し、平成２２年度は、学校施設

以外で５件の耐震診断・改修計画の評価を行った。

なお、学校施設の早急な耐震化促進の社会的要望に応えるため、規程の改正を行い平成２１

年度後半から当委員会においても、公立学校施設について耐震診断・改修計画の評価を行って

いる。

平成２２年度は、学校施設について１２件の評価を行った。

２．大阪府公立学校施設耐震診断等判定委員会の開催運営

「公立学校施設に係る大規模地震対策関係法令及び地震防災対策関係法令の運用細則」に

基づき、公立学校施設の整備事業等にかかる小中学校、幼稚園及び養護学校等の建物に対す

る耐震診断及び耐震補強計画の内容等の適否について判定をするため、「大阪府公立学校施

設耐震診断等判定委員会」を設置し、平成２２年度は１４８件の依頼があり、半日を１回と

し計１１回の判定委員会で、その判定を行った。

第９．大阪市耐震改修支援機構への参画

大阪市では、大阪市における住宅の耐震化促進を図るため、公的団体、建築関係団体等が連

携し、市民に住宅の耐震化の必要性やその方法に関する理解を促すとともに、安心して耐震診

断や耐震改修を行うことができるよう情報を提供するなど、住宅の耐震化に係る支援を行うこ

とを目的として設置した。

当センターは、設立趣意に賛同し、参画している。



- 11 -

第１０．建築確認検査に関する事業

平成１１年６月２１日に大阪府知事指定第１号として民間確認検査機関の指定を受け、同年７

月１日に当センターの中に建築確認検査機構を開設した。同年１０月には千里支所を、平成１２

年４月には和泉分室、同年７月には枚方支所を開設し、更に平成１３年７月には岸和田支所を開

設した。また、平成１５年３月３１日に千里支所は豊中支所に移転、同年５月１日には八尾支所、

平成１７年７月１日には堺支所を開設し、申請者の利便を図ることとする一方、事業合理化の観

点から９月末をもって和泉分室を閉鎖、また、平成２０年３月末をもって豊中支所は本所に統合

した。

取扱いの業務内容についても、当初の４号もの住宅中心から、平成１２年９月には大阪府分の

１～３号ものの共同住宅の検査業務を開始し、平成１３年７月からは同確認の受付も開始し、更

に平成１５年９月より府内全域で、延べ面積１０，０００㎡以下かつ高さ３１ｍ以下の住宅系建

築物の確認検査を開始、また同１０月より住宅金融公庫の証券化支援事業の適合証明業務を開始

し業務範囲の拡充を行った。平成１７年４月からは、府内全ての地域で、住宅系建築物の面積制

限を撤廃、高さ６０ｍ以下の住宅系建築物及び３階かつ２０００㎡以下の全建築物の確認検査を

行うことにし、平成１８年６月以降は、高さ６０ｍ以下の全建築物の確認検査を行うことにした。

建築確認検査機構を開設して以来、今日までの運営については、当センターの内部に「運営支

援会議」及び「機構運営会議」を設置し、定期的に会議を開催し、種々検討を重ねながら事業の

推進を図っている。

１．運営支援会議

建築確認検査機構の適正かつ円滑な運営をはかるためセンター内に設け、(社)大阪府建築士会、

(社)大阪府建築士事務所協会、(社)日本建築家協会近畿支部、(財)大阪建築防災センターの各団

体から選任された者を構成員として、課題毎に必要に応じて会議を行うこととしている。

２．機構運営会議

理事長、専務理事、常務理事、機構長、担当部長、支所長等により、平成２２年４月１４日を

第１回として、平成２３年３月９日まで計１１回、確認検査業務の改善策について検討を行って

きた。

①建築確認検査機構経営改善実行プログラムの取り組み

②住宅性能評価業務の取り組み

③支所周辺の重点的営業の実施 等が検討実施された。

３．会員制度（ともの会）の実施状況

今年度新規加入会員数 ９４社（名）

〃 ポイント割引 ３５９件

〃 同時検査減額 ９７５件

〃 図書券配布 １，８８３枚

４．確認検査の申請受付状況について

平成２２年度の確認検査の受付実績

確認：４，９１６件 中間検査：４，７９３件 完了検査：４，６２１件
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５．確認検査の業務の実施状況に関する検査

（１）建築基準法第７７条の３１第１項の規定及び、大阪府指定確認検査機関検査監等要領に基づ

き、大阪府による検査が実施された。

検査日時 平成２３年３月４日（金）１３:３０～

検査場所 当センター事務所

検査内容 ①指定確認検査機関の指定時申請図書

②確認検査業務規程

③確認検査の業務の実績が分かる書類

④第７７条の２９に規定する帳簿

⑤役員、確認検査員、補助員の名簿 他

指摘事項 特になし

（２）建築基準法第７７条の３１第２項の規定に基づき、大阪市による検査が実施された。

検査日時 平成２３年１月２４日（月）１０：３０～

検査場所 当センター事務所

検査内容 ①建築基準法第７７条の２７第１項に基づく確認検査業務規程

②指定された確認番号物件に係る、確認・中間検査及び完了検査に要した

書類

指摘事項 特になし

（３）建築基準法第７７条の３１第２項の規定に基づき、堺市による検査が実施された。

検査日時 平成２２年５月２６日（水）１０：００～

検査場所 当センター堺支所

検査内容 ①建築基準法第７７条の２７第１項に基づく確認検査業務規程

②指定された確認番号物件に係る、確認・中間検査及び完了検査に要した

書類

指摘事項 特になし

（４）建築基準法第７７条の３１第２項の規定に基づき、東大阪市による検査が実施された。

検査日時 平成２３年３月４日（金）１３：３０～

検査場所 当センター事務所

検査内容 ①建築基準法第７７条の２７第１項の規定による確認検査業務規程

②指定された確認番号物件に係る確認・中間検査及び完了検査に要した書類

指摘事項 特になし

６．監視委員会の開催状況等

委員の構成

建築物の構造に関する学識者 弁護士会の推薦する者

消費者団体の推薦する者 建築計画及び意匠に関する学識者

建築設備に関する学識者 当財団の監事

委員会の開催

第１回 平成２２年５月２０日（木）

第２回 平成２２年８月１９日（木）

第３回 平成２２年１１月１９日（木）

第４回 平成２３年 ２月１７日（木）
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（監視委員会が指名した第三者による確認検査業務に関する技術的検査の実施）

第１回 平成２２年 ４月２８日（水）

第２回 平成２２年 ７月２９日（木）

第３回 平成２２年１０月２８日（木）

第４回 平成２３年 １月２８日（金）

７．講習会等の開催

(財)大阪建築防災センターと(財)大阪住宅センターとの連携による、住宅建築の諸制度に関す

る講習会を実施した。

（１）平成２２年１１月１５日 堺市会場 （総合福祉会館） 参加者４７名

（２）平成２２年１１月１９日 八尾市会場（プリズムホール） 参加者３３名

（３）平成２３年 ２月２２日 枚方市会場（ラポールひらかた） 参加者４２名

（４）平成２３年 ３月 ４日 大阪市会場（大阪府建築士会会議室） 参加者４４名

第１１．構造計算適合性判定に関する事業

一定規模以上の建築物について、建築確認を行う際には、建築確認審査の他に構造計算の適合

性判定を受ける、いわゆるピアチェック制度が義務付けられている。

当センターは、平成１９年６月２０日から構造計算適合性判定業務を行なっている。

平成２２年度は、２０年度の世界的な経済不況の影響から未だ回復が進まず、判定受諾件数は、

想定では７００件/年であったが、実績の判定受諾件数は、前年度比６．4％増の７３５件にとど

まり、また、判定処理件数も７３７件であった。

２２年６月から、建築確認手続き等の運用改善がなされ、建築確認審査と構造計算適合性判定

審査との並行審査により審査期間が大幅に短縮すると期待されていたが、それは適わなかった。

しかし、関係者の努力により少しずつ短縮された。

１．判定業務

業務区域【業務規程による】

大阪府

業務範囲【業務規程による】

高さが３１メートル以下かつ延べ面積が３，０００平方メートル以下の建築物を判定

業務の対象とする（計画通知に係る建築物を除く）

２．判定員数

判定受諾件数が伸びず、内部常勤判定員を最小限とした。

平成２３年３月３１日現在

・内部常勤判定員 ６名（常勤換算 ５．２人）

・外部等非常勤判定員 ２０１名（内部他部門２名含む）



- 14 -

当センターでの外部判定員実績者 １２名

・大阪府への届出判定員は、全体で２０７名となっている。

３．構造計算適合性判定の受諾状況等

判定受諾件数（確認申請単位による件数）： ７３５件

判定処理件数（過年度からの継続判定分を含む）： ７３７件

判定結果通知件数： ７３５件

判定取り下げ件数： ２件

規模別判定受諾状況（面積別・棟数）

規模 200㎡以下 200㎡超～ 500㎡超～ 1000㎡超～ 2000㎡超～

500㎡以下 1000㎡以下 2000㎡以下 3000㎡以下

判定棟数 ８２棟 １５３棟 ２７３棟 ２２５棟 ８１棟

構成比率 １１％ ２０％ ３５％ ２９％ １０％

４．判定業務の普及

・判定上での「よくある指摘事項」を当センターＨＰで公表し、構造設計者等に周知して判定

においての指摘を少なくなるようにした。これにより、徐々に効果が出てきている。

・建物規模別の判定日数を当センターＨＰで公表し、特に、小規模建築物の判定日数が短い実

態をＰＲし、構造計算適合性判定業務の理解促進に努めた。(平成２２年７月、平成２３年

１月）

判定日数 （Ｈ２３．１．ＨＰ公表）

規 模 件数 実判定日数 保留日数 全体日数

～200㎡以下 ２２件 ２ .９日 １８ .７日 ２１ .６日

200㎡超～500㎡以下 ７８件 ３ .６日 ２０ .０日 ２３ .６日

500㎡超～1,000㎡以下 １３１件 ３ .７日 ２１ .３日 ２５ .０日

1,000㎡超～3,000㎡以下 １４５件 ４ .５日 ２２ .７日 ２７ .２日

全体・平均 ３７６件 ４ .０日 ２１ .４日 ２５ .４日

５．監視委員会の開催状況等

委員の構成（※委員長）

弁護士会の推薦する者 建築物の構造に関する学識者（※）

消費者団体の推薦する者 財団の監事又は監査役

委員会の開催

第１回 平成２２年 ５月２０日（木）

第２回 平成２２年 ８月１９日（木）
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第３回 平成２２年１１月１９日（金）

第４回 平成２３年 ２月１７日（木）

（監視委員会が指名した第三者による判定業務に関する技術的検査の実施）

第１回 平成２２年 ４月２０日（火）

第２回 平成２２年 ７月１３日（火）

第３回 平成２２年１０月 ７日（木）

第４回 平成２３年 １月１８日（火）

６．判定相談員会

判定員が判定業務の際、判断に困った場合に技術的な観点から判定相談員の助言を求める。

構造関係技術に関する判定員の疑問点や個別の判定物件について助言を求めた。

判定相談員 学識経験者 （大阪大学名誉教授）

学識経験者 （大阪大学名誉教授）

構造設計実務者（建築設計事務所常任顧問）

構造設計実務者（建築設計事務所代表取締役）

第２２回 平成２２年 ４月２２日（木） 午前９時３０分～

第２３回 平成２２年 ６月３０日（水） 午前９時３０分～

第２４回 平成２２年１０月 ８日（金） 午前９時３０分～

第２５回 平成２２年１２月 ９日（木） 午前９時３０分～

第２６回 平成２３年 ２月１４日（月） 午前９時３０分～

７．構造計算適合性判定の業務の実施状況に関する検査

判定業務の実施状況について、建築基準法第77条の35の12の規定に基づき、大阪府による検査

が実施された。

検査日時 平成２３年２月２８日（月）

指摘事項 特になし

８．近畿建築行政会議適判機関部会

近畿２府４県での構造計算適合性判定について、近畿ブロックとしての統一を図るため、近畿

建築行政会議適判機関部会に参加し、意見交換等を行っている。

第１回 平成２２年 ５月２０日（木） 運用改善に関する情報交換・意見交換

２２年度全体会議（於：神戸市）

平成２２年１２月２２日（水） 近畿建築行政会議適判機関部会報告
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第１２．関係団体への派遣・応嘱

【行政関係】

大 阪 府：大阪府建築士審査会 委員

吹 田 市：吹田市建築審査会 委員

吹田市開発審査会 委員

八 尾 市：八尾市建築審査会 委員

箕 面 市：箕面市ﾗﾌﾞﾎﾃﾙ建築行為規制審議会 委員

羽曳野市：羽曳野市建築審査会 委員

【団体関係】

(財)日 本 建 築 防 災 協 会：理事

(財)日本建築設備・昇降機センター：

建築設備定期報告制度検討委員会 委員長

建築設備定期報告優良検査者表彰選考委員会 近畿ブロック選考委員

(財)大 阪 住 宅 セ ン タ ー：理事

(財)ベ タ ー リ ビ ン グ：理事

(社)大 阪 府 建 築 士 会：副会長、常任理事、理事、専攻建築士審査・評議会 評議員

(社)大阪府建築士事務所協会：顧問、大阪・優良監理建築事務所制度 審査委員

日 本 建 築 行 政 会 議：構造計算適合性判定部会 部会員

近 畿 建 築 行 政 会 議：適判機関部会 部会長

大阪府建築健康保険組合：監事

大阪府建築厚生年金基金：監事


